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１ 運営指導の概要 
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１．運営指導の目的 
 
○ 高齢者虐待防止、身体拘束禁止等の観点から、虐待や身体拘束に係

る行為及びそれらが与える影響についての理解、防止のための取り組

みの促進について指導を行うとともに、一連のケアマネジメントプロ

セスの重要性について、理解を求めるためのヒアリングを行い、生活

支援のためのアセスメント等が適切に行え、個別ケアを推進し、尊厳

のある生活支援の実現に向けたサービスの質の確保・向上が図られる

よう運営上の指導を実施する。 
 

２．具体的な運営指導の方法 
 
（１）運営指導Ⅰ（利用者の生活実態の確認） 

・ 運営指導に当たる指導担当者が、施設・事業所における利用者の

生活実態を確認するため、「標準的なスケジュール」（Ｐ30参照）

に沿って、施設・事業所内を確認。 

その際、施設・事業所の職員等に同行を求める。 

・ 行動・心理症状（Ｐ152 参照）のある利用者の氏名及び居室を施

設・事業所側から事前に提示してもらい、該当する利用者の生活実

態の把握を行う。 

・ また、その他の利用者については、「利用者の生活実態を確認す

るためのポイント（例示）」（Ｐ43～Ｐ48参照）を参考にしながら、

虐待や身体拘束が疑われる利用者の把握を行う。 
 

（２）運営指導Ⅱ（サービスの質に関する確認） 

・ 施設・事業所内の会議室などにおいて、運営指導Ⅰで確認したこ

とをもとに、「サービスの質に関するヒアリングの手引」（Ｐ54～

Ｐ102 参照）を参考にしながら、以下の項目を中心にヒアリング及

び説明を行う。  
①  認知症ケアの理解（Ｐ54～Ｐ59参照） 

②  虐待防止・身体拘束廃止（Ｐ60～Ｐ79参照） 

・ 虐待防止・身体拘束廃止への取り組み 

・ 虐待・身体拘束についての認識とサービスの実施状況 

・ 高齢者虐待防止・身体拘束禁止に関する制度の理解 

③  「一連のケアマネジメントプロセス」の理解（Ｐ80～Ｐ100参照） 

④  地域との連携（Ｐ101～Ｐ102参照） 
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２ 運営指導Ⅰ（利用者の生活実態の確認） 
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利用者の生活実態を確認するためのポイント

（例示）
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３ 運営指導Ⅱ（サービスの質に関する確認） 

 

 

 

 

 
 

※ 「サービスの質に関するヒアリングの手引き」（Ｐ54～）の各ヒア

リング項目に、基準省令の条項を参考として記載している部分があ

るが、これは、例示として、指定介護老人福祉施設と指定認知症対

応型共同生活介護の該当条項を記載したものであるため、上記以外

のサービスを行う施設・事業所への実地指導にあたっては、各サー

ビス毎の条項を参照されたい。 

49



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50





○「サービスの質に関するヒアリングの手引」の順番については、標

準的な流れとして記載したものであり、施設・事業所職員等との対

話の中で、適宜順番を入れ替えながら実施すること。  

 

○ 運営指導Ⅰ（サービスの質に関する確認）は、施設・事業所が改

善すべき点など課題を引き出し、その解決に向けた方法を自ら生み

出していくために、施設・事業所の職員等にケアについて「考える

きっかけ」を提供する指導であることに留意すること。 

 

○ 行動・心理症状のある利用者及び虐待や身体拘束が疑われる利用

者がいない場合には、下記の【参考】をもとに、施設・事業所の職

員等の理解度を確認すること。 

 

○ 施設・事業所なりの一連のケアマネジメントプロセスについての

それぞれの手法を大切にし、具体的なケアの方法論の議論にならな

いよう十分注意すること。 

 

○「高齢者虐待防止」や「身体拘束廃止」に向けて積極的に取り組ん

でいる施設・事業所については、そこで行われている工夫や取り組

み方法を好事例として聞き取り、今後の他の施設・事業所に対する

運営指導や集団指導における、啓発・普及に活用すること。 
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【参考】 
 

 過去に行っていた身体拘束等の事例を聞くことにより、施設・事

業所における取り組み、職員等の制度の理解や実態の認識などにつ

いて、具体的なヒアリングが可能。 
 

■ 身体拘束等を行っていた当時は、身体拘束等に該当する行為として 

どのようなことをしていましたか？ 

・・・具体的な行為の確認 

 

■ その時は拘束等を行っているという認識がありましたか？ 

 

■ どういう理由から、拘束等をなくすことになりましたか？ 

・・・身体拘束がもたらす弊害 

 

■（「今はない」ということであれば、）どういう取り組みにより、 

拘束廃止に至りましたか？ 

・・・身体拘束廃止への取り組み 
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